
１　住宅・世帯の概況

　（１）　総住宅数と総世帯数

　平成25年10月1日現在における佐賀県の総住宅数は338,200戸、総世帯数は293,800世帯、前回

の平成20年と比較すると、総住宅数は15,300戸増え4.7％の増加となった。

　1世帯当たりの住宅数においては，昭和43年から総住宅数が総世帯数を上回って増加を続け，平

成25年には1.15戸となった。

住宅・土地統計調査とは ・・・　住宅・土地統計調査は、我が国における住宅及び住宅以外で人
が居住する建物に関する実態並びに現住居以外の住宅及び土地の保有状況その他の住宅等に
居住している世帯に関する実態を調査し、その現状と推移を全国及び地域別に明らかにすることに
より、住生活関連諸施策の基礎資料を得ることを目的とし、５年に１度実施するものです。

※　住宅・土地統計調査は標本調査のためそれぞれの数値は推計値となり、標準誤差を含んでおり、全数調査を

　すれば得られるはずの値とは必ずしも一致しません。

平成２５年 住宅・土地統計調査結果の概要（佐賀県）

図１ 総住宅数、総世帯数及び１世帯当たりの住宅数の推移 （昭和４３年～平成２５年）

●総住宅数は３３８，２００戸、増加率は４．７％
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２　居住世帯のある住宅の状況

　（１）　住宅の所有関係

　平成25年の住宅の状況を住宅の所有関係別にみると，持ち家が206,700戸で、借家が84,500戸と

なっている。前回の平成20年と比較すると、持ち家は8,500戸（4.3％）の増加、借家は1,100戸（1.3％）

の減少となった。

　借家のうち「公営の借家」が借家全体の14.1％を占め、「民営の借家」が78.8％、「給与住宅」が6.4％

などとなっている。

表１　　住宅の所有関係別住宅数（昭和５３年～平成２５年） 　　（単位：戸、％）

平成２０年 平成２５年

総　　数 210,300 223,400 236,900 249,500 273,900 273,600 286,100

昭和５３年 昭和５８年 昭和６３年 平成５年 平成１０年 平成１５年

293,300

持 ち 家
158,700 169,800 173,900 180,700 191,000 193,900 198,200 206,700

（69.3） （70.5）（70.9）（75.5） （76.0） （73.4）

借　　家
51,600 53,400 63,000 68,500

（72.4） （69.7）

注）　　　（　　　）内は総数に占める割合。

注）      住宅の所有関係「不詳」を含むため内訳は総数に一致しない

84,500
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●持ち家住宅率は７０．５％

図４ 居住世帯のある住宅のうち持ち家の占める割合の推移

（昭和５３年～平成２５年）
図５ 借家の内訳（平成２５年）
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　（２）　住宅の建て方

　平成25年の住宅の状況を住宅の建て方別にみると，一戸建が214,900戸で住宅総数の73.3％

を占め，長屋建が7,900戸で2.7％，共同住宅が69,400戸で23.7％，その他が1,100戸で0.4％となっ

ている。

　平成20年と比較すると，一戸建は4,900戸の増加，長屋建は1,400戸の減少，共同住宅は3,500戸

の増加となっている。

表２　　住宅の建て方別住宅数（昭和５３年～平成２５年） 　　（単位：戸、％）
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そ の 他
500 1,100 1,000

（0.2） （0.5） （0.4）

（14.5）

（0.4）

36,200 53,400 58,200

（19.5） （21.3）

1,100 1,300

（0.3）

共 同 住 宅
12,100 18,100 25,600

（5.8） （8.1） （10.8）

（3.8）

（84.0） （83.4） （81.6） （78.9） （76.2）

平 成１ ０年 平成１ ５年

総 数 210,300

一 戸 建
176,600 186,300 193,200 196,800

223,400 236,900 249,500 273,900 273,600

205,500

（75.1）

昭 和５３年 昭和５ ８年 昭和６ ３年 平 成 ５ 年 平成２５年

293,300

214,900

（73.3）

7,900

注）      住宅の建て方「不詳」を含むため内訳は総数に一致しない

（2.7）

69,400

（23.7）

1,100

（0.4）

注）　　　（　　　）内は総数に占める割合。

長 屋 建
21,000 17,800 17,100 15,500

（10.0） （8.0） （7.2） （6.2）

●共同住宅の割合は引き続き上昇

図６ 住宅の建て方別割合の推移（昭和５３年～平成２５年）
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　住宅の建て方を共同住宅の階数別にみてみると、１階建住宅が0戸、２階建住宅が35,200戸で50.7％、

3～5階建住宅が22,800戸で32.9％、６階建以上の住宅が11,500戸で16.6％となっていて、県内の高層

住宅化が進んでいる。

表３　　共同住宅の階数別住宅数（昭和５３年～平成２５年） （単位：戸、％）

注）　　　（　　　）内は総数に占める割合。

注）　　　共同住宅とは、一棟の中に二つ以上の住宅があり廊下・階段などを共有しているものや、二つ以上の住宅
　　　　を重ねて建てたものをいう。

注）　　　数値は10位を四捨五入しているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しない。

図７　　共同住宅の住宅数の推移

　　　（昭和５３年～平成２５年）
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●進む共同住宅の高層化





　（４）　住宅の規模

　平成25年における住宅の1住宅当たり居住室数，居住室の畳数及び延べ面積をみると，
1住宅当たり居住室数は5.49室，居住室の畳数は38.76畳，延べ面積は118.31㎡となって
いる。

表４　　住宅の１住宅当たり居住室数，居住室の畳数

        延べ面積及び１人当たり居住室の畳数（昭和58年～平成25年）

　（５）　住宅の設備

　省エネルギー設備等のある住宅についてみると、「太陽熱を利用した温水機器等」のある住宅は
40,800戸で、住宅全体の13.9％となっており、平成20年に比べ6,000戸減少している。
　また、「太陽光を利用した発電機器」のある住宅は22,100戸で、住宅全体の7.5％となっており、
平成20年に比べ13,400戸増加している。

図１０　　省エネルギー設備等がある住宅の割合（平成２０年、２５年）
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平成　５年 5.67 36.25 117.49

昭和６３年 5.67 35.41 114.05

年次
１住宅当たり １住宅当たり １住宅当たり １人当たり

13.91

平成１５年 5.62 37.85 120.21 12.21
平成２０年 5.51 37.61 117.51 12.83
平成２５年

10.53
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9.78
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●「太陽熱を利用した温水機器等」がある住宅は１３．９％
●「太陽光を利用した発電機器」がある住宅は７．５％
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